
 

 

 

■実施状況                                            ＜令和８年６月時点＞ 

交付限度額 16億 9931万円     

うち令和７年度 交付決定額 7億 8458 万円（46%） 

うち令和８年度 交付決定額 8億 5973 万円（51%） 

残額 5500万円（3%） 

 

■主な事業概要 ※規模の大きい事業を最大５つ程度記載（詳細は別途実施計画をご覧ください） 

生活者支援 

◆物価高騰対策給付金給付事業  事業費：７億６，８３６万円  ※食料品特別加算を活用 

 物価高騰が続き、市民への影響が広く、かつ、大きくなっている中にあって、食料品に加え、消費の下支えに係る支援を全ての市民に対して可能な限り

迅速に行うことを目的に、市民１人あたり５，０００円を給付する。 

（全市民のうち、マイナンバーの公金受取口座の照会が可能と想定され、迅速に支給できる半数分を対象。残りの半数分については、令和８年度での支給

を予定。） 

 

◆物価高騰対策給付金給付事業（R8計画分）  事業費：６億２，４８７万円  ※食料品特別加算を活用 

 物価高騰が続き、市民への影響が広く、かつ、大きくなっている中にあって、食料品に加え、消費の下支えに係る支援を全ての市民に対して可能な限り

迅速に行うことを目的に、市民１人あたり５，０００円を給付する。 

（全市民のうち、令和７年度の事業において先行して給付が可能と判断した市民を除く市民が対象。） 

 

◆物価高騰対応中学校給食食材高騰分補助事業  事業費：２億３，４８６万円  ※食料品特別加算を活用 

 物価高騰が続く中にあって、その影響を受ける市立中学校の給食費に係る保護者の負担軽減を図るため、半額を補助する。 

 
 

事業者支援 

◆市立病院給食材料費高騰対策事業  事業費：９５８万円 

 物価高騰が続く中にあって、市民の生命、健康を守る地域の基幹病院となっている市立病院の給食材料費が高騰していることを踏まえ、事業の安定的な

運営を支援する。 

 

※事業費の全部又は一部に本交付金を充当予定
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